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(桜設計集団代表・NPO法⼈team Timberize理事⻑） 

中⼤規模⽊造建築の防耐⽕設計
〜都市に安全な⽊造建築をつくる〜

150年前の街並み（京都） ⽊でもつくれるようになった選択の時代⽊でつくるしかなかった時代
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戦後、都市は主にRC造・鉄⾻造でつくられてきた

アベノハルカスから⾒た
⼤阪の街並み
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⽕災に強い⽊造建築をつくる

⽕災に強いRC造建築をつくる

⽕災に強い鉄⾻造建築をつくる

↑
今日のテーマ

↑
これまでつくってきた？
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①〜③の可燃物の燃え⽅を制御する

家具等

②、③は設計次第、使い⽅次第で不燃化・難燃化できる
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■RC造の燃え⽅と⽊造の燃え⽅の違いは可燃物量の違い
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⽊造耐⽕建築物の基本は構造躯体を燃えないよう耐⽕被覆にする
⽊造準耐⽕建築物の基本は構造躯体と収納可燃物が同時に燃えないようにする

①〜③の可燃物の燃え⽅を制御する

②③

①

②③
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延焼率

（％）

延焼件数

（件）

1件あたり焼

損床面積

（㎡）

木造 7,543 31.6 2,383 76.7

防火造 1,826 14.4 263 31.4

準耐火木造 260 10.0 26 28.3

準耐火非木造 2,209 7.3 161 44.4

耐火造 5,450 1.8 100 15.3

30.1 681 72.4

18.5 3,614 50.6

※令和３年度版消防白書の火元建物の構造別損害状況を元に作成　　　　　　　　　　　

※延焼率は、火元建物以外の別棟に延焼した火災件数の割合　　　　　　　　　

※延焼件数は、火元建物以外の別棟に延焼した火災件数　　　　　　　　　　　　

木造

非木造

その他・不明

建物全体

出火件数

（件）

9629

(56%)

7659

(44%)

2,261

構造種別

令和３年

19,540

消防⽩書から建物⽕災の傾向を読み解く

RC
S
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2010 NPO法⼈team Timberize

これからの都市を⽊造化・⽊質化する
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⽊はコンクリートや鉄と何が違うのか？
何が得意で何が不得意なのか？

⽊材の短所(?)の⼀例
①くさる・喰われる［腐朽菌・シロアリ］
②変⾊する［カビ・⽇光］
③割れる［⽔分］
④反る［⽔分］
→⽔

⑤燃える（燃え拡がる）［内・外］
→⽕ 9



建物に必要な性能の⼀例
①耐震性
②防耐⽕性
③断熱性・気密性
④遮⾳性（上下階・隣室）
⑤耐久性
⑥居住性
⑦メンテナンス性 など

100年以上

何年？⽊造がどうしても弱いのは⻘字

⽊はコンクリートや鉄と何が違うのか？
何が得意で何が不得意なのか？
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建築に使われている素材の物理的な性質を⾒直す
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⽊材の⻑所を知る

・加⼯しやすい（柔らかい）
・持ちやすい（軽量）
・冷たくない
・メンテナンス（塗装等）しやすい 11



何のために、誰のために⽊材を使うのか
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環境配慮であれば⾒えなくてもたくさん使うことも考える12



1950 建築基準法 制定 都市の不燃化（木造からRC造へ）

1987 建築基準法 改正 燃えしろ設計・準防木三戸の導入

1992 建築基準法 改正 準耐火建築物の概念の導入

2000 建築基準法 改正 防火法令の性能規定化

2010 公共建築物等木材利用促進法 制定

2015 建築基準法 改正 法第21条・27条の性能規定化

2019 建築基準法 改正 耐火要件の性能規定化

2021 脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用
の促進に関する法律 制定

2022 建築基準法 改正 階数による耐火要件の合理化 他

建築基準法と木造建築※赤字（青字）は木造法令の合理化・緩和

（木造耐火建築物の登場→防火地域や4階建て以上も木造による設計が可能に）

（1時間準耐火構造による木造3階建て学校の登場）

（高度な準耐火構造＋安全上の措置等 による4階建て以上の建築物の登場）

（3階建てまで準耐火構造（燃えしろ設計）による設計が可能に）

（2階建てまで太い厚い木材による燃えしろ設計が可能に）

（90分耐火構造導入、屋根・床の耐火要件の一部緩和）
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｢0→1｣の改正
1987 建築基準法 改正 燃えしろ設計・準防木三戸の導入

1992 建築基準法 改正 準耐火建築物の概念の導入

2000 建築基準法 改正 防火法令の性能規定化

｢1→2以上｣の改正
2015 建築基準法 改正 法第21条・27条の性能規定化

2019 建築基準法 改正 耐火要件の性能規定化

2022 建築基準法 改正 階数による耐火要件の合理化 他

（木造耐火建築物の登場→防火地域や4階建て以上も木造化可能に）

（1時間準耐火構造による木造3階建て学校の登場）

（高度な準耐火構造＋安全上の措置等 による4階建て以上の建築物の登場）

（90分耐火構造導入、屋根・床の耐火要件の一部緩和）

（3階建てまで準耐火構造（燃えしろ設計）による設計が可能に）

（2階建てまで太い厚い木材による燃えしろ設計が可能に）
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木材が内部へゆっくりと燃え進む性質

1992年 イ準耐火建築物（燃えしろ設計可）登場
2021 京丹波町庁舎
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1998年 天井を準不燃材料とすれば壁は木材でよい
（H12建設省告示第1439号）

2016 高知県森林組合連合会ビル

木材が表面を燃え拡がる性質
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2015年 木造3階建て学校等が1時間準耐火建築物で設計可
2000年 木造による耐火構造解禁
（H12建設省告示第1399号）

2016 ぷろぼの福祉ビル

構造躯体の木材を耐火被覆して燃えなくする

17



防耐火法令を読み解く～耐火要件を決める重要な３条文～
①建築基準法21条第一項の性能規定化（4階建て、16m超）
建築基準法21条第二項の性能規定化（3000㎡超）
［大規模の建築物の主要構造部等］ → 倒壊制御

②建築基準法27条の性能規定化（3階に不特定多数の人）
［耐火建築物等としなければならない特殊建築物］

→ 避難安全
③建築基準法61条の性能規定化（防火地域・準防火地域）
［防火地域及び準防火地域内の建築物］

→ 市街地火災抑制

＋防火壁（法26条）、防火区画（令112条等） → 延焼抑制
界壁、防火上主要な間仕切壁、小屋裏隔壁（令114条）等

＋内装制限、排煙、敷地内通路等→避難安全、消防活動支援
18



防耐⽕法令を読み解く

倒壊許容

防火壁(耐火構造)

主要構造部：耐火構造

主要構造部：準耐火構造

倒壊許容

躯体が燃えながら規定時間中は耐える

躯体が燃えずに耐える

火災前 火災後火災中→

躯体がいつ壊れるか不明

→
そ
の
他
建
築
物
準
耐
火
建
築
物

耐
火
建
築
物

表1　3つの防耐火建築物と設計手法
RC造 鉄骨造 木造

鉄筋コン
クリート
（耐火構造）

全体倒壊しない

鉄
（不燃材料）

ロ準耐火
建築物2号

耐火被覆
（耐火構造）
耐火建築物耐火建築物

←防火壁は倒壊せず延焼抑制1000㎡以内 1000㎡以内

3000㎡以内

木

耐火被覆(薄)
燃えしろ設計
（準耐火構造）
イ準耐火
建築物

耐火被覆(厚)
（耐火構造）
耐火建築物

19



柱・梁・耐⼒壁（倒壊に寄与する）を⽊造とした建築物に関する規制
・最⾼⾼さ16m超（下記緩和あり）または、階数4階以上は耐⽕構造
・延べ⾯積3000㎡超は耐⽕構造（⽕熱遮断壁等による緩和あり）

屋根葺材：不燃材料等
延焼のおそれの
ある部分

屋根の屋内側又は
直下の天井：30分

階段：30分

柱：1時間

防火戸（防火設備）

軒裏：30分

外壁（非耐力）
：30分
外壁（耐力）
：1時間

床：1時間

梁：1時間

軒裏：1時間
間仕切壁：1時間

3m以上の通路 3m以上の通路

屋根葺材：不燃材料等

延焼のおそれの
ある部分

防火戸（防火設備）

軒裏：防火構造
　　　(30分)

外壁：防火構造
　　　(30分)

床：防火構造(30分)

内装：難燃材料

梁：燃えしろ設計

柱：燃えしろ設計

建物⾼さ・規模（法第21条） 防耐⽕法令を読み解く

3階建以下 2階建以下
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特殊建築物による構造制限(法27条)
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耐⽕建築物または
避難時倒壊防⽌建築物

↑準耐⽕建築物
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防⽕地域規制による構造制限(法61･62･22条)

耐⽕建築物→耐⽕建築物または
同等性能以上の建築物（延焼防⽌建築物）

準耐⽕建築物→準耐⽕建築物または
同等性能以上の建築物（準延焼防⽌建築物）
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木造準耐火建築物

その他建築物

・柱・梁を耐火被覆するか、燃え
しろ設計で太く・厚く使う

・CLT等厚板パネルも燃えしろ
設計可

・合わせ柱・合わせ梁による
燃えしろ設計可

・柱・梁に防火面から規制なし
・内装制限が厳しいので
壁・天井が準不燃材料等
になることもある

・延べ面積1000㎡超は防火壁
等が必要となる
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準防⽕地域の⽊造３階建て住宅

（イ準耐⽕建築物）

燃えしろ設計した製材の柱・梁
⽊材を防⽕被覆に使った床・屋根 設計：桜設計集団24



燃えしろ設計した製材の180⾓柱と150×300梁

準防⽕地域の⽊造３階建て住宅
（イ準耐⽕建築物）

設計：桜設計集団25



平屋建て 約1200㎡
イ準耐⽕建築物（45分）
岐⾩
道の駅美濃にわか茶屋
辻充孝他

太い柱と太いはり

製材 26



2階建て 約1200㎡
イ準耐⽕建築物（45分）
⾼知県森連会館（事務所）
設計・ふつう合班

CLT軒裏

ＣＬＴ 27



京丹波町新庁舎（2021年11⽉開庁） 設計：⾹⼭建築研究所

イ準耐⽕建築物（45分）

準耐⽕構造（45分）の⽊材外壁

2階建て、約5000㎡
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⼩⿅野町新庁舎（2023年3⽉開庁） 設計：⾹⼭建築研究所

イ準耐⽕建築物（45分）

準耐⽕構造（45分）の⽊材外壁

2階の執務室（最上階）

1階の執務室

2階建て、約2400㎡
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耐⽕建築物（法21条、法61条）
⾼知県⾃治会館
細⽊建築研究所

強化せっこうボード被覆

柱・梁

4～6階木造
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躯体

ＣＬＴ
耐震壁

⾼知・⾼知⾃治会館（事務所）・耐⽕建築物・6階建て31



ＣＬＴ
耐震壁

⾼知・⾼知⾃治会館（事務所）・耐⽕建築物・6階建て32



②仕上げ
（①躯体）

①躯体
（⽔平⼒のみ）

③家具
（パーティション）

①躯体
（⽔平⼒のみ）

③家具

②仕上げ
（①躯体）
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43

写真：浅川敏

⽊住協の⽊材被覆の
⼤⾂認定

耐⽕建築物・Fireproof Building
東京・Tokyo
下⾺の集合住宅
KUS＋Team timberize
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下⾺共同住宅プロジェクト構造躯体

RC造(1階)

⽊造(2〜5階)

柱・床(梁)：⽊造
←耐⽕被覆

斜材：⽊造
←無耐⽕被覆

防⽕性能が必要なのは
鉛直⼒を⽀持する部材のみ写真：東京⼤学腰原研究室
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耐⽕建築物・Fireproof Building
⼤阪・Osaka
⼤阪⽊材仲買会館・Office
⽵中⼯務店・Takenaka Co.

←炭化層（燃えしろ）

柱・梁

←mortal（燃え⽌まり層）

←Structure（構造体）

防⽕地域3階建て 36



④中層・大規模木造の実例 

方策１は 
最初から燃えない 
ように耐火被覆 
する 
 
方策２，３は木材 
表面に一旦 
着火するが途中 
で燃え止まる 
工夫をする 

炭化層（燃えしろ）

柱・梁
鉄⾻（構造体）

耐火建築物
東京・国分寺
フレーバーライフ社
スタジオクハラヤギ
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鉄と⽊材の許容温度を考慮した接合部の設計例
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鉄と⽊材の許容温度を考慮した接合部の設計例
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耐⽕構造＋耐⽕構造 ≠ 耐⽕建築物
となることもある

⽊（260℃以下）

鉄（500℃→260℃以下）
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特殊建築物等の内装制限(法35条の2) 20分 10分 5分

41避難安全
消防活動⽀援



スプリンクラー＋排煙で内装制限を適⽤除外

2021 京丹波町庁舎
42



2016 ⾼知県森林組合連合会事務所

100㎡以内に防⽕区画して内装制限を適⽤除外
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2009 新⽊場・⽊材会館

避難安全検証法で内装制限を適⽤除外
（⽊造の場合、耐⽕建築物、イ準耐⽕建築物のみ適⽤可能）

44



2015年 ⽊造3階建て学校等が1時間準耐⽕建築物で設計可
2016 ぷろぼの福祉ビル

居室に限り、天井を準不燃材料とすれば
壁は⽊材でよい

（H12建設省告⽰第1439号（難燃材料の代替措置））

45



⾼知県⾃治会館

1／10ルールで内装制限対応
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丸太から⽊質材料をつくる（製材）

節・割れ
⽔分

無節

仕上げ材(内装)と構造材(躯体)47



節・割れ
⽔分

無節

丸太から⽊質材料をつくる（集成材/CLT）

LVLは桂剥き 48



⽊質材料はいろいろある

線材と⾯材
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⽊質材料はいろいろある

躯体と仕上げ・下地材
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1．無垢材（全国⽊材検査・研究協会） 線材
・平成12年建設省告⽰第1452号に規定する構造⽤製材

→いわゆるJAS構造⽤製材（燃えしろ設計可能）
→国産材では、105、120mmシリーズにほぼ限定
→ダイテック社は、300×390mmまで対応可（特殊な例）
→JAS製材⼯場 http://www.jlira.jp/data/factory.html

・平成12年建設省告⽰第1452号の第五号に規定する
無等級材 →いわゆる無等級材

（国産材はこの無等級材が多く出回っている）

グレーディング機

ケヤキ⼤径材

スギ240⾓（JAS材）

ダイテック社（いわき市） ダイテック社（いわき市）
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2．集成材（⽇本集成材⼯業協同組合、WLAC協会）線材（⾯材）

・平成13年国交省告⽰第1024号に規定する構造⽤集成材
→厚さ25〜30mm程度のラミナを接着した材料

→⽔性⾼分⼦イソシアネート系樹脂接着剤（使⽤環境Ｂ,C）
とレゾルシノール樹脂系接着剤（使⽤環境A）の2種類がある
前者は、⼩中断⾯集成材、後者は⼤断⾯集成材で使⽤される

→製造可能断⾯や強度区分は、⽇集協HPによる（JAS材）
https://www.syuseizai.com/ko-item/

→燃えしろ設計可能なのは、使⽤環境AとBに限られる

→柱は同⼀等級構成、梁は異等級構成が使われる

→樹種によってつくりやすい強度区分が異なる
たとえば、スギはE65-F255（同⼀等級）やE65-F225（異等級）
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3．単板積層材（全国LVL協会） 線材及び⾯材

・平成13年国交省告⽰第1024号に規定する構造⽤単板積層材
→ロータリーレースでかつら剥きしたベニアを同⼀⽅向に接着

（A種・線）、または、数枚に⼀枚直交⽅向に接着（B種・⾯）
フェノール樹脂系接着剤で⼀次接着、レゾ(or⽔ビ)で⼆次接着

→製造可能断⾯や強度区分は、LVL協会HPによる（JAS材）
http://www.lvl.ne.jp

→国産のJAS構造⽤LVLをつくっているのはキーテック・セイホク
など数社のみ（燃えしろ設計可能）
http://key-tec.co.jp
https://www.seihoku.gr.jp/
about/lvl_product3.html

→強度区分は、スギ50E、60E
カラマツ70E、80Eなど イ準耐⽕建築物（LVL-B種）
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4．直交集成板（⽇本CLT協会） ⾯材

・平成13年国交省告⽰第1024号に規定する直交集成板
→集成材と同様のラミナを直交させながら接着した材料
マザーボードから必要⼨法を切り出す

→⽔性⾼分⼦イソシアネート系樹脂接着剤（使⽤環境B）
とレゾルシノール樹脂系接着剤（使⽤環境A）の2種類がある
⼤量⽣産（銘建⼯業・スナダヤ）は前者の接着剤

→製造可能断⾯や強度区分は、CLT協会HPによる（JAS材）
https://clta.jp/clt/ 3層3プライ(90厚)、5層5プライ(150厚)など
スギ異等級構成Mx60と同⼀等級構成S60、
ヒノキ異等級構成Mx90と同⼀等級構成S90

（銘建⼯業 https://www.meikenkogyo.com/product/clt/）

→燃えしろ⼨法は、使⽤環境Aの接着剤よりもBが⼤きい。
45分では35mmと45mm、1時間では45mmと60mm

［2013年JAS制定、2016年告⽰化］
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2022⽊造防耐⽕に関する法令改正 と建築基準整備促進事業等で検討事項

◎耐⽕建築物における耐⽕時間（2023年4⽉施⾏済）
→最上階から数えて1-4階：1時間、5-9階：90分

10-14階：2時間

①耐⽕建築物の屋根・床の⼀部 → ⾯積を限って準耐⽕構造化

②S26別棟通達が事実上なくなる → 防耐⽕別棟として法令化
（2024年4⽉施⾏済）

③⾃然排煙窓の計算⽅法 → 床から1.8m以上の窓を算⼊?

④排煙窓の不燃要求 → ⾃然排煙窓はのぞく?
⑤防煙壁の不燃要求 → 準耐⽕構造（燃えしろ設計）の梁が可?

⑥12m以内毎⼩屋裏隔壁の設置 → ⼀空間の場合は条件付き免除?
⑦内装制限の⽊材露出1/10以下 → 計算式導⼊? （施⾏時期未定）

   
 

令和 5年 2月 7日 

住 宅 局 
 

「建築基準法施行令の一部を改正する政令案」を閣議決定 

 

１.背景 
 

 建築物の規制制度については、建築技術の進歩、大規模な災害の発生等の建築物を取り巻く社

会経済情勢の様々な変化に対応するため、その合理化・実効性の向上を図ってきたところです。 

 今般、「大阪市北区ビル火災を踏まえた今後の防火・避難対策等に関する検討会報告書」にお

ける提言において、定期調査の指定可能対象範囲を拡大すべきとの指摘がなされたことや、経済

社会情勢の変化に対応するために行った技術的検証の結果を踏まえ、関連規制について所要の改

正を行います。 

 

２.政令の主な概要 
 

（１）定期調査の指定可能対象範囲の拡大 

大阪市北区ビル火災（令和３年 12月）を踏まえ、３階以上で延べ面積が 200 ㎡を超え 

る事務所等の建築物について、特定行政庁が定期調査報告の対象として指定できること等 

とする。 

 

（２）物流倉庫等に設けるひさしに係る建蔽率規制の合理化 

    物流倉庫等において、積卸し等が行われるひさしの 

部分について、建蔽率規制の合理化を図り、物流効率 

化に資する大規模なひさしの設置を容易にする。  

 

（３）耐火性能に関する技術的基準の合理化 

    木材利用促進に資する観点から、階数に応じて要求される耐火

性能基準(火災時の倒壊防止のために壁、柱等が耐えるべき時間)

について、60 分刻みから 30 分刻みへ精緻化することとする。 

 

 

（４）無窓居室に係る避難規制の合理化 

既存ビルの間仕切り改修によるシェアオフィス等の設置に資する観点から、無窓居室で

あっても、避難経路となる廊下等の不燃化等の安全確保のための一定の措置が講じられる

ものについては、主要構造部(壁、柱等)を耐火構造等とすることを不要化するとともに、

地上等に通ずる直通階段までの距離を延長（窓等を有する居室と同等化）することとする。 

 

３.スケジュール 

 公布：令和５年２月 10 日（金）、施行：令和５年４月１日（土） 
 

 

＜問い合わせ先＞ 国土交通省住宅局 代表：03-5253-8111、直通：03-5253-8513 

（１）に関すること ：参事官(建築企画担当)付 課長補佐  亀元 (内線：39-516) 

（２）に関すること ：市街地建築課      課長補佐  歌代 (内線：39-633) 

（３）・（４）に関すること ：参事官(建築企画担当)付 企画専門官 石井 （内線：39-563） 

 

建築物の定期調査等の対象拡大や、安全性を確保しつつ、近年の建築物に関するニーズを踏ま

えた規制の合理化を行う「建築基準法施行令の一部を改正する政令案」が、本日、閣議決定され

ました。 

 

※一定の条件を満たすひさしに限る 
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住宅金融支援機構による、個人向け住宅の省エネ・再エネに資するリフォームに利用可能な低利融資制度
【グリーンリフォームローン】を創設します。

住宅の省エネ改修に対する低利融資制度の創設（住宅金融支援機構） 2022年9月施行

《断熱改修工事》

・太陽光
発電設備

・太陽熱
利用設備

・複層ガラス

・二重サッシ

・断熱材

高効率給湯機

《省エネ設備設置工事》

住宅における「断熱改修工事」または「省エネ設備設置工事」を含む工事が対象（融資額：最大500万円）

省エネ性能を著しく向上させる（ZEH水準を満たす）リフォームの場合は、金利を引き下げ

満60歳以上の方は、月々の返済額を利息分のみとする「高齢者向け返済特例」の利用が可能

●詳細は住宅金融支援機構の
ホームページでご確認ください

住宅の居室に必要な採光に有効な開口部面積について、引き続き、原則１/７以上を求めつつ、一定条件
の下で１/１０以上まで緩和します。

採光規定の見直し 2023年4月施行予定

事務所から住宅へ
用途変更するケース

必要な大きさの開口部を
確保する改修は、一定の
照明設備の設置（告示で
規定予定）によって不要

照明設備の設置

一定の照明設備の設置により、
住宅の居室に必要な採光に
有効な開口部面積を1/10まで緩和

既存の建築物を対象に、屋外に面する部分での省エネ改修等の工事により、高さ制限や容積率、建蔽率
制限を超えることが構造上やむを得ない場合の特例許可制度を創設します。

▲絶対高さ制限

省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等の合理化

1m

日射遮蔽の
ための庇

※庇の先端から１ｍ以内は、建築面積に不算入

屋外に面する部分の工事により容積率や建蔽率制限を超えることが構造上やむを得ない建築物

＜構造上やむを得ないものの例 ※省令で規定予定＞

屋根の断熱化工事

第一種低層住居専用地域等や高度地区における高さ制限について、屋外に面する部分の工事により高さ制限を超えるこ

とが構造上やむを得ない建築物

屋根の断熱改修
（断熱材＋通気層分が増加）

外壁の断熱改修
（断熱材＋通気層分が増加）

＜構造上やむを得ないものの例 ※省令で規定予定＞

特例許可制度の対象１

特例許可制度の対象２

2023年4月施行予定

外断熱改修を行う場合、屋根自体
の厚さが増加することにより、高
さ制限に抵触する可能性がある。

新たに屋上に再生可能エネルギー設
備を設ける場合に、高さの制限に抵
触する場合がある。

外断熱改修を行う場合、外壁の厚
さが外側に大きくなり、建築面積
や床面積が増加し、建蔽率や容積
率制限に抵触することがある。

日射遮蔽により省エネ効果を高める
ために庇を大きく張り出す場合、建
築面積に算入され、建蔽率制限に抵
触することがある。

大規模な庇

太陽光パネルの設置

▲絶対高さ制限

合理化イメージ

制度概要・融資対象

他の部分と防火壁で区画された耐火構造等の部分には、防火壁の設置は要さないこととします。

3,000㎡超の大規模建築物について、構造部材の木材をそのまま見せる「あらわし」による設計が可能
な新たな構造方法を導入します。

耐火性能が要求される大規模建築物においても、壁・床で防火上区画された範囲内で部分的な木造化を
可能とします。

防火上分棟的に区画された高層・低層部分をそれぞれ防火規定上の別棟として扱うことで、低層部分の
木造化を可能とします。

木造化を可能に

低層部分

高層部分

延焼を遮断する
高い耐火性能の壁等

防火規制の合理化

燃焼後の太い柱燃えしろ厚さの確保

防火区画の強化等により
延焼を抑制

燃えしろ設計法
（大断面材の使用） ＋

耐火構造

木材を不燃材料で覆う必要
石こうボード

木材

現行 改正後

2024年4月施行予定

以下のいずれかの設計法とすることが必要

壁・柱等を耐火構造とする

3,000㎡ごとに耐火構造体で区画する

火災時に周囲に大規模な危害が及ぶことを防止でき、木材の

「あらわし」による設計が可能な構造方法を導入します

＜政令・告示で規定する構造方法の例＞
・大断面の木造部材を使用しつつ、防火区画を強化すること等により、火災に
よる延焼を抑制し、周囲への延焼を制御できる構造

低層部についても、高層部

と一体的に防火規制を適用

し、建築物全体に耐火性能

を要求

改正後

高い耐火性能の壁等や十分な離隔距離を

有する渡り廊下で分棟的に区画された高

層部・低層部をそれぞれ防火規定上の別

棟として扱うことで、低層部分の木造化

を可能とします

木造部分と一体で耐火構造

又は準耐火構造の部分を計

画する場合、耐火・準耐火

構造部分にも防火壁の設置

が求められる

改正後

他の部分と防火壁で区画された

1,000㎡超の耐火・準耐火構造部

分には、防火壁の設置は要さない

こととします

耐火構造等の部分
2,000㎡

木造部分
1,000㎡

防火壁

防火壁の設置を要さない

高い耐火性能の壁・床
で区画された住戸等

複数階にまたがる住戸（メゾネット）内の
中間床や壁・柱等の木造化

最上階の屋根や柱・はり等の木造化

壁・床の
防火区画

壁・床の
防火区画

耐火性能が要求される大規模建築物におい

て、壁・柱等の全ての構造部材を例外なく

耐火構造とすることを要求

防火上・避難上支障がない範囲内で、部分的な木造化を可能と

します

＜政令・告示で規定する防火上・避難上支障がない範囲＞
・壁・床で防火上区画され、当該区画外に火災の影響を及ぼさない範囲

一定の性能を有する防火設備

現行 改正後

現行

現行

・3階建て3000㎡超
・防⽕区画500㎡
（1時間超防⽕⼾）
・上階延焼防⽌措置

←国⼟交通省資料

Ａ

法21条第⼆項

・周辺危害防⽌構造、周辺危害防⽌建築物として定義
・3000㎡以内毎に壁等（⽕熱遮断壁等）で区画する⼿法の代替⼿法
・結果、3階建て以下,3000㎡超の場合に、①耐⽕建築物、

②準耐⽕構造＋壁等、③準耐⽕構造＋区画強化 から選択できる

⿂津市⽴星の杜⼩学校→
（⽊造3階建て⼩学校）
1時間準耐⽕構造等
延べ⾯積約5000㎡

←壁等

松⽥町⽴松⽥⼩学校の壁等の遮熱扉
（⽊造3階建て⼩学校）

鉄扉＋ケイカル板被覆
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住宅金融支援機構による、個人向け住宅の省エネ・再エネに資するリフォームに利用可能な低利融資制度
【グリーンリフォームローン】を創設します。

住宅の省エネ改修に対する低利融資制度の創設（住宅金融支援機構） 2022年9月施行

《断熱改修工事》

・太陽光
発電設備

・太陽熱
利用設備

・複層ガラス

・二重サッシ

・断熱材

高効率給湯機

《省エネ設備設置工事》

住宅における「断熱改修工事」または「省エネ設備設置工事」を含む工事が対象（融資額：最大500万円）

省エネ性能を著しく向上させる（ZEH水準を満たす）リフォームの場合は、金利を引き下げ

満60歳以上の方は、月々の返済額を利息分のみとする「高齢者向け返済特例」の利用が可能

●詳細は住宅金融支援機構の
ホームページでご確認ください

住宅の居室に必要な採光に有効な開口部面積について、引き続き、原則１/７以上を求めつつ、一定条件
の下で１/１０以上まで緩和します。

採光規定の見直し 2023年4月施行予定

事務所から住宅へ
用途変更するケース

必要な大きさの開口部を
確保する改修は、一定の
照明設備の設置（告示で
規定予定）によって不要

照明設備の設置

一定の照明設備の設置により、
住宅の居室に必要な採光に
有効な開口部面積を1/10まで緩和

既存の建築物を対象に、屋外に面する部分での省エネ改修等の工事により、高さ制限や容積率、建蔽率
制限を超えることが構造上やむを得ない場合の特例許可制度を創設します。

▲絶対高さ制限

省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等の合理化

1m

日射遮蔽の
ための庇

※庇の先端から１ｍ以内は、建築面積に不算入

屋外に面する部分の工事により容積率や建蔽率制限を超えることが構造上やむを得ない建築物

＜構造上やむを得ないものの例 ※省令で規定予定＞

屋根の断熱化工事

第一種低層住居専用地域等や高度地区における高さ制限について、屋外に面する部分の工事により高さ制限を超えるこ

とが構造上やむを得ない建築物

屋根の断熱改修
（断熱材＋通気層分が増加）

外壁の断熱改修
（断熱材＋通気層分が増加）

＜構造上やむを得ないものの例 ※省令で規定予定＞

特例許可制度の対象１

特例許可制度の対象２

2023年4月施行予定

外断熱改修を行う場合、屋根自体
の厚さが増加することにより、高
さ制限に抵触する可能性がある。

新たに屋上に再生可能エネルギー設
備を設ける場合に、高さの制限に抵
触する場合がある。

外断熱改修を行う場合、外壁の厚
さが外側に大きくなり、建築面積
や床面積が増加し、建蔽率や容積
率制限に抵触することがある。

日射遮蔽により省エネ効果を高める
ために庇を大きく張り出す場合、建
築面積に算入され、建蔽率制限に抵
触することがある。

大規模な庇

太陽光パネルの設置

▲絶対高さ制限

合理化イメージ

制度概要・融資対象

他の部分と防火壁で区画された耐火構造等の部分には、防火壁の設置は要さないこととします。

3,000㎡超の大規模建築物について、構造部材の木材をそのまま見せる「あらわし」による設計が可能
な新たな構造方法を導入します。

耐火性能が要求される大規模建築物においても、壁・床で防火上区画された範囲内で部分的な木造化を
可能とします。

防火上分棟的に区画された高層・低層部分をそれぞれ防火規定上の別棟として扱うことで、低層部分の
木造化を可能とします。

木造化を可能に

低層部分

高層部分

延焼を遮断する
高い耐火性能の壁等

防火規制の合理化

燃焼後の太い柱燃えしろ厚さの確保

防火区画の強化等により
延焼を抑制

燃えしろ設計法
（大断面材の使用） ＋

耐火構造

木材を不燃材料で覆う必要
石こうボード

木材

現行 改正後

2024年4月施行予定

以下のいずれかの設計法とすることが必要

壁・柱等を耐火構造とする

3,000㎡ごとに耐火構造体で区画する

火災時に周囲に大規模な危害が及ぶことを防止でき、木材の

「あらわし」による設計が可能な構造方法を導入します

＜政令・告示で規定する構造方法の例＞
・大断面の木造部材を使用しつつ、防火区画を強化すること等により、火災に
よる延焼を抑制し、周囲への延焼を制御できる構造

低層部についても、高層部

と一体的に防火規制を適用

し、建築物全体に耐火性能

を要求

改正後

高い耐火性能の壁等や十分な離隔距離を

有する渡り廊下で分棟的に区画された高

層部・低層部をそれぞれ防火規定上の別

棟として扱うことで、低層部分の木造化

を可能とします

木造部分と一体で耐火構造

又は準耐火構造の部分を計

画する場合、耐火・準耐火

構造部分にも防火壁の設置

が求められる

改正後

他の部分と防火壁で区画された

1,000㎡超の耐火・準耐火構造部

分には、防火壁の設置は要さない

こととします

耐火構造等の部分
2,000㎡

木造部分
1,000㎡

防火壁

防火壁の設置を要さない

高い耐火性能の壁・床
で区画された住戸等

複数階にまたがる住戸（メゾネット）内の
中間床や壁・柱等の木造化

最上階の屋根や柱・はり等の木造化

壁・床の
防火区画

壁・床の
防火区画

耐火性能が要求される大規模建築物におい

て、壁・柱等の全ての構造部材を例外なく

耐火構造とすることを要求

防火上・避難上支障がない範囲内で、部分的な木造化を可能と

します

＜政令・告示で規定する防火上・避難上支障がない範囲＞
・壁・床で防火上区画され、当該区画外に火災の影響を及ぼさない範囲

一定の性能を有する防火設備

現行 改正後

現行

現行

・100㎡以内
（SP設置200㎡）
・屋根45分
準耐⽕構造
・⽊造床準耐⽕時間
⽕災性状より計算
・床RC造（ふかし）
+鉄板1.2mm

←国⼟交通省資料

Ｂ

法2条第9号の2イ

・従来、耐⽕建築物はすべての主要構造部を耐⽕構造にして
それぞれの部材が壊れないことを求めてきた。

・本来、耐⽕建築物は建物が倒壊しないことを求めているので、
⼀部が壊れても倒壊しないことが許容された。

・屋根の⼀部、床の⼀部が、壊れても建物が全体倒壊しないように、
設計する。その際、燃焼した部材の落下により床がダメージを
受ける可能性があるので床の仕様が強化されている。

・実質的にはRC造の⼀部⽊造が許容されたと考えてよい。 57



・耐⽕構造の部分は
防⽕壁を要しない

住宅金融支援機構による、個人向け住宅の省エネ・再エネに資するリフォームに利用可能な低利融資制度
【グリーンリフォームローン】を創設します。

住宅の省エネ改修に対する低利融資制度の創設（住宅金融支援機構） 2022年9月施行

《断熱改修工事》

・太陽光
発電設備

・太陽熱
利用設備

・複層ガラス

・二重サッシ

・断熱材

高効率給湯機

《省エネ設備設置工事》

住宅における「断熱改修工事」または「省エネ設備設置工事」を含む工事が対象（融資額：最大500万円）

省エネ性能を著しく向上させる（ZEH水準を満たす）リフォームの場合は、金利を引き下げ

満60歳以上の方は、月々の返済額を利息分のみとする「高齢者向け返済特例」の利用が可能

●詳細は住宅金融支援機構の
ホームページでご確認ください

住宅の居室に必要な採光に有効な開口部面積について、引き続き、原則１/７以上を求めつつ、一定条件
の下で１/１０以上まで緩和します。

採光規定の見直し 2023年4月施行予定

事務所から住宅へ
用途変更するケース

必要な大きさの開口部を
確保する改修は、一定の
照明設備の設置（告示で
規定予定）によって不要

照明設備の設置

一定の照明設備の設置により、
住宅の居室に必要な採光に
有効な開口部面積を1/10まで緩和

既存の建築物を対象に、屋外に面する部分での省エネ改修等の工事により、高さ制限や容積率、建蔽率
制限を超えることが構造上やむを得ない場合の特例許可制度を創設します。

▲絶対高さ制限

省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等の合理化

1m

日射遮蔽の
ための庇

※庇の先端から１ｍ以内は、建築面積に不算入

屋外に面する部分の工事により容積率や建蔽率制限を超えることが構造上やむを得ない建築物

＜構造上やむを得ないものの例 ※省令で規定予定＞

屋根の断熱化工事

第一種低層住居専用地域等や高度地区における高さ制限について、屋外に面する部分の工事により高さ制限を超えるこ

とが構造上やむを得ない建築物

屋根の断熱改修
（断熱材＋通気層分が増加）

外壁の断熱改修
（断熱材＋通気層分が増加）

＜構造上やむを得ないものの例 ※省令で規定予定＞

特例許可制度の対象１

特例許可制度の対象２

2023年4月施行予定

外断熱改修を行う場合、屋根自体
の厚さが増加することにより、高
さ制限に抵触する可能性がある。

新たに屋上に再生可能エネルギー設
備を設ける場合に、高さの制限に抵
触する場合がある。

外断熱改修を行う場合、外壁の厚
さが外側に大きくなり、建築面積
や床面積が増加し、建蔽率や容積
率制限に抵触することがある。

日射遮蔽により省エネ効果を高める
ために庇を大きく張り出す場合、建
築面積に算入され、建蔽率制限に抵
触することがある。

大規模な庇

太陽光パネルの設置

▲絶対高さ制限

合理化イメージ

制度概要・融資対象

他の部分と防火壁で区画された耐火構造等の部分には、防火壁の設置は要さないこととします。

3,000㎡超の大規模建築物について、構造部材の木材をそのまま見せる「あらわし」による設計が可能
な新たな構造方法を導入します。

耐火性能が要求される大規模建築物においても、壁・床で防火上区画された範囲内で部分的な木造化を
可能とします。

防火上分棟的に区画された高層・低層部分をそれぞれ防火規定上の別棟として扱うことで、低層部分の
木造化を可能とします。

木造化を可能に

低層部分

高層部分

延焼を遮断する
高い耐火性能の壁等

防火規制の合理化

燃焼後の太い柱燃えしろ厚さの確保

防火区画の強化等により
延焼を抑制

燃えしろ設計法
（大断面材の使用） ＋

耐火構造

木材を不燃材料で覆う必要
石こうボード

木材

現行 改正後

2024年4月施行予定

以下のいずれかの設計法とすることが必要

壁・柱等を耐火構造とする

3,000㎡ごとに耐火構造体で区画する

火災時に周囲に大規模な危害が及ぶことを防止でき、木材の

「あらわし」による設計が可能な構造方法を導入します

＜政令・告示で規定する構造方法の例＞
・大断面の木造部材を使用しつつ、防火区画を強化すること等により、火災に
よる延焼を抑制し、周囲への延焼を制御できる構造

低層部についても、高層部

と一体的に防火規制を適用

し、建築物全体に耐火性能

を要求

改正後

高い耐火性能の壁等や十分な離隔距離を

有する渡り廊下で分棟的に区画された高

層部・低層部をそれぞれ防火規定上の別

棟として扱うことで、低層部分の木造化

を可能とします

木造部分と一体で耐火構造

又は準耐火構造の部分を計

画する場合、耐火・準耐火

構造部分にも防火壁の設置

が求められる

改正後

他の部分と防火壁で区画された

1,000㎡超の耐火・準耐火構造部

分には、防火壁の設置は要さない

こととします

耐火構造等の部分
2,000㎡

木造部分
1,000㎡

防火壁

防火壁の設置を要さない

高い耐火性能の壁・床
で区画された住戸等

複数階にまたがる住戸（メゾネット）内の
中間床や壁・柱等の木造化

最上階の屋根や柱・はり等の木造化

壁・床の
防火区画

壁・床の
防火区画

耐火性能が要求される大規模建築物におい

て、壁・柱等の全ての構造部材を例外なく

耐火構造とすることを要求

防火上・避難上支障がない範囲内で、部分的な木造化を可能と

します

＜政令・告示で規定する防火上・避難上支障がない範囲＞
・壁・床で防火上区画され、当該区画外に火災の影響を及ぼさない範囲

一定の性能を有する防火設備

現行 改正後

現行

現行

Ｃ
Ｄ

・⽊造によらず使⽤
・遮熱扉の要求

法21条、法27条
法61条

法26条

・S26別棟通達が事実上、法令に位置付けられた
・延焼を抑制する部分を⽕熱遮断壁等と定義された
・⽕熱遮断壁等に設ける防⽕⼾は遮熱性・準遮熱性が求められる
・遮熱扉には、鉄扉、鋼製シャッターは使えず、今後の開発が必要
・S26別棟通達でつくった建物は、増築・⼤規模改修時に新法令へ
近づけるための改修が求められる 58



棟1 棟2棟3

3m以上

特定防火設備

[その他建築物]
[準耐火建築物]

[その他建築物]
[準耐火建築物][耐火構造]

45分/１時間防火設備
（遮熱性）

[その他建築物]
 外壁・軒裏
 防火構造※
[準耐火建築物] [90分耐火構造]

S26別棟通達 防火規制に係る別棟みなし規定（2024年4月施行）

火熱
遮断
壁等

■屋根：不燃材料葺き

3m以上
[その他建築物]
 外壁・軒裏
 防火構造※
[準耐火建築物]

・棟が別なので、それぞれに避難措置が必要であった
・棟1～3の用途は特に問われなかった
・棟3と棟1及び2の間のEPJ等は特に問われなかった　

※ただし、建築主事の判断で上記が変わることがあった

・一棟として扱うため避難措置は兼用可能
・火熱遮断壁等の内部は火災の発生のおそれの
　少ない室（H12建告1440号：階段・廊下等）のみ
・火熱遮断壁等と隣接建物は火災時に隣接建物の
　倒壊の影響が壁等に及ばないようEPJ等を取る　等

表11 ３階建て以下の準耐火建築物、その他建築物の別棟の扱いの一例

原則
移行

※火熱遮断壁等付近を防火構造とする

［R6国交告227号］「部分により構造を異にする建築物の棟の解釈について」

⽊造の場合の別棟（S26別棟通達→別棟みなし規定へ）

鉄⾻造不可
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⽕熱遮断壁等（ひねつしゃだんかべとう） R6国交告第227号

60

火
熱
遮
断
壁
等
C

建物A

耐火

建物B

その他・準耐火
（耐火）

その他・準耐火
（耐火）

建物Aと建物B間を延焼
を⽌めながら⼀体化さ
せる措置
（⼀棟として設計）

・建物A、B、Cは鉄⾻造不可（⾼温時に鉄が延びて周辺を壊すため）
ただし、建物A,BにおいてCに影響を与えない鉄⾻は除く。

・建物Cは1時間・90分耐⽕構造で⽕災の発⽣の少ない室（便所、浴室
廊下、階段、EV、機械室、⽞関、⾵除室、⾞路など）

・建物AとBのC側に倉庫（可燃物が多い）は不可
・建物AとC、建物BとCは構造Exp.jはあってもなくてもよい

ただし、⽕災による建物倒壊時はCを壊さない措置が必要
・建物A、Bの外壁、建物CがRC造の場合は上記措置は不要



⽕熱遮断壁等（ひねつしゃだんかべとう） R6国交告第227号

61

[2025年2⽉改正]
エキスパンションジョイント
その他の相互に防⽕上有害な
変形、⻲裂その他の損傷を
⽣じさせる応⼒を伝えない
構造⽅法（延焼防⽌上⽀障の
ないものに限る）のみで
接するものであること

[2024年3⽉改正]
エキスパンションジョイント
その他の相互に応⼒を伝えない
構造⽅法（延焼防⽌上⽀障のない
ものに限る）のみで接するもの
であること

↓

京丹波町庁舎



■耐⽕構造
①⽊材による耐⽕被覆による⼤⾂認定仕様の拡充
・⽇本⽊造住宅産業協会 ⽊材外壁 ⼩梁あらわし屋根など
・全国LVL協会 準不燃LVL耐⽕被覆柱・梁

（1時間、90分、2時間耐⽕構造）
・WALC協会 ⽊質パネルカーテンウォール壁（延焼ライン外）
・中東 不燃処理⽊材被覆CLT床（1時間、90分耐⽕構造）
②せっこうボード被覆に打ち込むビス・くぎ・ボルトの仕様の検討
・住⽊センター＋CLT協会 事業報告書
https://www.howtec.or.jp/files/libs/5232/20240501143611732.pdf

直近の中⼤規模⽊造関連の⼤⾂認定

■準耐⽕構造
①⼤⾂認定仕様の拡充
・⻑⾕萬 DLTによる床(45分、1時間）
・ロックウールジャパン ストーンウールによる外壁（45分）
②各部仕様
・城東テクノ 準耐⽕構造対応の天井点検⼝
・NCN、カネシン 梁受け⾦物の⽊材被覆省略 など
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＊はり（評価対象外）

取付下地材(上部)

取付下地材(下部)

＊はり（評価対象外）

外壁材

450
±50

外壁
材働
き幅

[屋内側] [屋外側]

目地材

⽇本WALC協会（30分⾮耐⼒壁）

燃え⽌まりを確認 63



Ｑ
⽇本⽊造住宅産業協会（30分屋根） ⼩梁下端の燃え⽌まりを確認

1000以下

タイプA（小梁一体） タイプB（木材被覆）

1000以下

野地板厚12以上
防水紙
屋根葺き材（瓦～シート防水）

グラスウール厚45以上240以下、密度32kg/m3以下
屋根下地板厚24以上
強化せっこうボードGB-F(V)厚25以上

強化せっこうボードGB-F(V)厚25以上

小梁105（限定）×240以上660以下
（構造計算は105×150～105×570）

105 ※オウシュウアカマツ（集成材） 105

60
以
下

床根太・垂木30×240@500
野地板厚12以上
防水紙
屋根葺き材（瓦～シート防水）

グラスウール厚45以上240以下、密度32kg/m3以下
屋根下地板厚24以上
強化せっこうボードGB-F(V)厚25以上

強化せっこうボードGB-F(V)厚25以上

小梁105（限定）×150以上600以下

105
※スギ・ヒノキ・カラマツ・ホワイトウッド
　スプルース、ベイマツ、アカマツ
　オウシュウアカマツ、アジアータパイン
　ダフリカカラマツ（製材、集成材、LVL）

105

木材被覆105×90以上
ヒノキ集成材及び製材

30
以
上

60
以
下

床根太・垂木30×240@500

⽊住協のマニュアル
講習会を受講・再受講
すれば使⽤可能
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丸太を買う 丸太を賃曳き製材する

⽊材に愛着を持つ（オイル塗）⽊を製材する イタヤカエデ

いろいろな⽴場の⼈がまずは⽊材に興味を持ってみる
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国際教養⼤学（秋⽥）の スギ林

森林の⼼地よさは
好きな⼈が多い
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Ｚ

都市⽊造の街並み

終

2010 NPO法⼈team Timberize

建築に森林の⼼地よさを
再現したのが⽊造建築といえる

まちにもりの⼼地よさを

NEW⽊造を増やしていきましょう
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